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全国 9.2 10．北京 9.9 20．江西 9.3 30．黒竜江 7.6
１．広東 13.2 11．安徽 9.78 21．四川 9.2
２．浙江 12.7 12．湖北 9.77 22．吉林 9.1
３．福建 12.1 13．天津 9.69 23．広西 9.0
４．江蘇 11.9 14．西蔵 9.67 24．寧夏 8.96
５．山東 11.3 15．陝西 9.64 25．甘粛 8.8
６．内蒙古 10.56 16．上海 9.62 26．貴州 8.77
７．海南 10.55 17．雲南 9.48 27．遼寧 8.69
８．河南 10.4 18．重慶 9.47 28．湖南 8.6
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全国 6.1 10．山東 6.1 20．湖南 5.4
１．北京 11.2 11．福建 6.0 21．江蘇 5.2
２．寧夏 9.0 12．内蒙古 6.0 22．広東 5.2
３．上海 8.8 13．雲南 6.0 23．貴州 5.1
４．青海 8.5 14．甘粛 6.0 24．重慶 4.7
５．遼寧 7.6 15．新彊 6.0 25．河南 4.4
６．天津 7.3 16．河北 5.8 26．四川 4.4
７．陝西 6.8 17．浙江 5.7 27．江西 4.3
８．広西 6.6 18．吉林 5.7 28．安徽 3.5
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図５―１―１ 浙江省の生産額構成 図５―２―１ 全国の生産額構成























































































図５―１―１ 浙江省の生産額構成 図５―２―１ 全国の生産額構成
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浙江省
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（1979),World Industry since 1960:Progress and Prospects,New York,
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?
???
X??X???
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?
???
X??∑
?
???
X????。X?，X?はそれぞれi国とj国における，?産業のシェ
アを表わす。０は両国の間に類似性はなく完全に競争的，１は両国が同一
の産業構造を持つことを示す。
７）国家統計局工業交通統計司（2006)，『中国工業経済統計年鑑 2006』，北
京，中国統計出版社，
８）拙稿（2001)，248～253頁参照。
９）第三次全国工業普査弁公室（1997)，『中華人民共和国1995年第三次全国工
業普査資料 編』，地区編，北京，中国統計出版社。
10）従来，中国の公式統計ではマルクスの区分に従い，私営企業とは従業員数
が８人以上の企業を指し，８人未満を雇う個人企業と区別していたが，国
家統計局は99年以降，個人企業による生産額を計上しないことにしている
（国家統計局工業交通統計司（1999)，『新編工業統計工作指南』，北京，中
国統計出版社，57頁)。
11）農業部郷鎮企業局（2003)，『中国郷鎮企業統計資料（1978－2002)』，北
京，農業出版社，をもとに，『浙江統計年鑑 1993』で補正。
12）村松祐次（1975)，『中国経済の社会態制』，東洋経済新報社，56～63頁。
．?浙江現象」の背景
本節では浙江省において経済の民営化が進んだ背景として，所有制改革
の軌跡をマクロ経済の動向との関連で概観しておく。
1978年末の中国共産党の第11期中央委員会第３回総会の決議をうけ，翌
79年からまず農村の経済体制改革が始まり，その成果をうけて84年からは
都市，国営企業においても改革が始まる。改革の成果は農村，都市におい
ても購買力の増大となって現われ，消費需要は急速に拡大した。市場原理
が徐々に拡大するものの，国営企業の改革が緩慢であるなかで，そうした
需要拡大に応えたのは主に農村に立地する，非国有の，いわば「体制外」
の郷鎮企業であった。特に，安価な非耐久消費財や建材などの供給は郷鎮
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企業が支えていた。しかし，国民経済全体としてみれば，依然，コルナイ
が解明した，社会主義計画経済体制固有の「不足の世界」が続き，総需要
に対して供給が不足する売り手市場が恒常的であった。価格の自由化の影
響もあり，景気は概して過熱する傾向にあり，政治情勢にも敏感に反応し
て波動の幅は大きいものであった。
郷鎮企業の経営は，独立採算，損益自己負担を原則としたが，各地でそ
れぞれの条件を活かすことが認められ（?因地制宜」)，企業の所有面にお
いても多様な形態が並存した。そのなかで全国を二分するモデルとして，
一方の極には江蘇省南部において典型的に発展した，人民公社時代の社隊
企業を源とし，集団所有制企業を中核とする「蘇南モデル」，他方の極に
は浙江省南部の温州市郊外の農村地域において，個人農家を経営主体とし
て地域経済の発展をリードする「温州モデル」が存在した。この時期の浙
江省においては，南部は無論「温州モデル」型の発展であったのに対し，
省東北部は蘇南地域と隣接し，歴史的経緯や自然条件が近似していること
もあり，発展のタイプは「蘇南モデル」と同質の「浙北」型として南部と
は対照的であった。当然のことながら，?蘇南モデル」は社会主義体制な
らではの模範的地域開発のケースとして称賛されたのに対し，?温州モデ
ル」は実質的な私有制であり，地域が発展し，経済が拡大すれば社会主義
の理念に抵触することになるだけに冷眼視されがちであった。学界や行政
の関係者の間で「温州モデル」を議論するにあたり，?家庭企業を中心と
する発展」などと表現することが多かったのも，所有制を前面に出した政
治，思想上の緊張をもたらし，せっかくの地域開発の芽を摘みかねないこ
とを警戒したからである。
実際に政治問題化した事例が，1983年に温州で起こった「?大王事件」
として知られる，８人の私有企業経営者が逮捕された出来事である。今日
でこそ地元政府が逮捕は誤りと認めているが，前年の1982年に公布された
憲法の「個人経済は社会主義公有経済を補完する。国家は個人経済の合法
的権利と利益を保障する」(第11条）という規定が空文に過ぎないことを
中国経済の新たな局面 27401
物語っていた。もっとも，この事件は中央の党，政府レベルで市場経済体
制への移行を推進する改革派に反対する保守派の勢力の大きさを反映した
結果であり，80年代半ば以降，改革派が次第に優勢になると，地元政府は
先述の「挂戸経営」を普及させるなど，私有企業の活動を保護したり，場
合によっては黙認するようになる。
1987年の中国共産党第13回大会で，発展段階が初期であることを理由に
非公有制企業の存在を容認する論拠となる「社会主義初級段階」を承認し
たことをうけ，翌88年には憲法が改正され，?(８人以上を雇用する）私営
経済が法律の定める範囲内で存在し，発展することを承認する。私営経済
は社会主義公有制経済の補充であり，国家は私営経済の合法的権利と利益
を保護し，私営経済に対し指導，監督，管理を実行する」と明記されるよ
うになる。無論，この修正で私有企業の自由な活動が完全に保証されるよ
うになったわけではないことは，翌89年６月の「天安門事件」後，私有企
業のみならず，非国有の企業が有形，無形の規制の強化を受け，２年半余
りにわたり経営の停滞が続いた事実が示すとおりである。
しかし，92年に最高指導者，鄧小平が発表した「南巡講話」を契機に，
経済成長を最優先の国家目標とし，?社会主義市場経済」の実現という名
目で，実質上の市場経済体制への移行に向けて制度改革が加速された。改
革は，株式制の導入，国有企業の人員整理，などそれまでタブーとされて
きた領域にも及んだ。その結果，成長は回復し，都市部では耐久消費財を
中心に需要が拡大する一方，主に外資を誘致する経済開発区が各地で乱立
し，過剰な設備投資，無秩序な資金融資も行われるようになり，93～94年
にはインフレを警戒するほど景気が過熱し，不良債権も増大した。こうし
た制度改革を断行しつつ，景気過熱を抑えて「軟着陸」を実現するため
に，朱鎔基首相は総需要抑制策を徹底して実施するとともに，金融の引き
締めを強化し，不良債権処理を強力に推進した。その結果，資金調達が困
難となって経営が悪化する企業が増加する一方，国有企業の制度改革が進
むなかで，家電業界に典型にみられるように規制緩和により新規参入が容
28
易となったため，市場競争が激化し，供給が過剰気味となり，在庫拡大が
恒常化し，買い手市場へと転じた。伝統的な社会主義経済体制から引き継
いだ「不足の世界」が終焉し，?過剰の世界」の時代を迎えるに至ったの
である。
物価は94年をピーク（消費者物価で前年比プラス24.1％）に落ち着きを
みせたが，97年後半からアジア金融危機の影響も加わり，前年比マイナス
となり，マクロ経済の主要な運営課題はインフレ警戒から一転してデフレ
対策へと変化した。デフレ脱却のために，中央政府はケインズ理論の教科
書風な政策を採り，公共事業への財政支出の大幅な増額による総需要拡大
をめざすとともに，国有企業から解雇された労働者の受け皿を確保し，ま
た増大する出稼ぎ農民に対しても雇用機会を保障する必要があった。公式
統計による失業率は80年代前半以降ほぼ２％台で推移してきたのが，96年
に３％に達し，以後00年まで３％台前半に止まる???。しかし，この公式統
計の数値は失業届けを提出した，都市住民のみを対象としており，現実に
は無届の失業者が多数存在しており，実際の失業率は上記の水準を大幅に
上回っていたことは明らかである。こうした状況において，中央の党，政
府は，８人以上を雇用し，資本家とみなされる者が所有，経営する「私営
企業」の合法化へ踏み切らざるを得なかった。
冒頭で述べたとおり，97年９月の中国共産党の第15回大会において私有
企業を実質上，合法的存在として承認することとなった。この大会では，
「公有制を主体とし，多様な所有制経済をともに発展させることは，わが
国の社会主義初級段階の，基本的な経済制度である」と宣言し，?多様な
所有制経済」を「基本的な経済制度」と認め，個人経済，私営経済の組
織，単位を従来の「制度外」から「制度内」に引き入れて，その発展を奨
励するに至った。そして，99年３月の国会で憲法が修正され，?個人経済，
私営経済は社会主義市場経済の重要な構成要素である。……国家は個人経
済，私営経済の権利と利益を保護する」(第11条）と明記されるに至った。
こうして所有制に関わる規制が実質上撤廃されことにより，私有経済化
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が進んでいた温州地域のみならず，浙江省全体として私有企業の発展に弾
みがつき，?浙江現象」が文字通り倣うべきモデルとして脚光を浴びるこ
とになる。
この間，アジア金融危機による輸出の停滞があったものの，GDPベー
スで７～９％台の成長率を維持する一方，消費者物価は98，99年と連続し
て前年比マイナスとなるなど，マクロ経済の基調は高成長，低物価，と移
行期であるが故の特異な様相を呈していた。その後，00年12月末になり国
家統計局が消費者物価下げ止まり宣言を出したが，続く２年間は前年比プ
ラスとはなったものの，コンマゼロ以下の水準にとどまり，02年には再び
マイナスに落ち込む。工業製品の工場出荷価格は，97～02年の間，00年を
除き前年比マイナスであり，プラスに転じるのは03年からである。こうし
た高成長，低物価をもたらした主要な要因は，私有企業が合法化されたこ
とにより，企業間競争がより一層激化することで経済の活性化と製品の低
価格化が同時にもたらされたことにある。?利益なき繁忙」という表現は，
多くの主要な企業において経営業績が悪化した事情を適切に描写してい
る。01年には念願のWTO加盟を果たし，その意義を宣伝するキャンペ
ーンが広く展開された。しかし，輸入，外資流入の制限撤廃により増大す
る外圧に抗するために一層の競争力強化を余儀なくされ，企業の経営環境
が更に厳しくなったこともまた事実であった。
02年11月の，中国共産党第16回党大会においては，江沢民総書記が自ら
提唱する「三つの代表」を国是とし，中国共産党をこれまでの労働者，農
民を支持基盤とする階級政党から，広い範囲の国民の利益を代表する国民
政党へ脱皮したことを宣言した。そのうえで，個人経済，私営経済などの
非公有制経済の発展により，就業機会を拡大し，市場の活性化を促し，ま
た，国内の民間資本の参入領域を拡大し，資金の投融資，税収，土地使
用，対外貿易などの方面で，非公有制企業が公有制企業と公平な競争を実
現することを目指した。こうして「いささかも揺らぐことなく非公有制経
済の発展を奨励，支持，指導しなければならない」ことを確約したうえ
30
で，非労働収入に基づく収入をも含め，財産を保障することをも党大会決
議に明文化した。翌03年10月には，中国共産党第16期中央委員会第３回総
会において，非公有制経済を大いに発展させ，公有制企業や優遇される外
資系企業などとは同等の待遇を享受できることを確認し，国有企業につい
ては，市場での公平な競争のなかで優勝劣敗のもとで淘汰することも承認
された。
私有経済のメッカ，温州ではこうした共産党中央の方針をうけて，?全
国は温州を見ている。温州は全国に学べ」というスローガンを掲げ，これ
までの家族経営が中心であった私有経済を更に一歩進め，近代的な大企業
の発展を促し，上海市や広州市に比肩するような国際的な大都市へ成長す
ることを目標として掲げた。こうした動きは，浙江省の他の地域に刺激を
与え，私有制済，民営化の動きを促進した。
以上のような経緯を経て，04年３月の国会で憲法が再度改正され，第16
回党大会で採択された決議の趣旨が条文化され，?個人経済，私営経済な
どの非公有制経済は社会主義市場経済の重要な構成要素である……国家は
個人経済，私営経済などの非公有制経済の合法的権利と利益を保護する。
国家は非公有制経済の発展を奨励，支持，指導し，法に従って監督，管理
を実行する」(第11条）ことが明記されることになった。さらに私有財産
に対する権利は不可侵であり，私有の財産権，相続権は法律により保護さ
れることも条文に盛り込まれた（第13条)。07年３月には国会でこれらの
権利を具体的に保護する手続きを定めた「物権法」が可決された???。
03年には成長率がちょうど10％に達したが，以後，10.1％（04年)，
10.4％（05年)，10.7％（06年）と高い成長率が続き，07年度も10％を超
えることは確実である。このような高成長が持続し，インフレへの警戒が
強まるものの，?世界の工場」としての中国の存在感がこれまで以上に高
まることは十分予想される。市場経済体制への移行期と開発過程にあっ
て，経済成長を最優先の課題とし，失業率を可能な限り抑えようとすれ
ば，所有制に関わる規制は撤廃せざるを得ないのは当然の選択であり，そ
中国経済の新たな局面 314 4
が進んでいた温州地域のみならず，浙江省全体として私有企業の発展に弾
みがつき，?浙江現象」が文字通り倣うべきモデルとして脚光を浴びるこ
とになる。
この間，アジア金融危機による輸出の停滞があったものの，GDPベー
スで７～９％台の成長率を維持する一方，消費者物価は98，99年と連続し
て前年比マイナスとなるなど，マクロ経済の基調は高成長，低物価，と移
行期であるが故の特異な様相を呈していた。その後，00年12月末になり国
家統計局が消費者物価下げ止まり宣言を出したが，続く２年間は前年比プ
ラスとはなったものの，コンマゼロ以下の水準にとどまり，02年には再び
マイナスに落ち込む。工業製品の工場出荷価格は，97～02年の間，00年を
除き前年比マイナスであり，プラスに転じるのは03年からである。こうし
た高成長，低物価をもたらした主要な要因は，私有企業が合法化されたこ
とにより，企業間競争がより一層激化することで経済の活性化と製品の低
価格化が同時にもたらされたことにある。?利益なき繁忙」という表現は，
多くの主要な企業において経営業績が悪化した事情を適切に描写してい
る。01年には念願のWTO加盟を果たし，その意義を宣伝するキャンペ
ーンが広く展開された。しかし，輸入，外資流入の制限撤廃により増大す
る外圧に抗するために一層の競争力強化を余儀なくされ，企業の経営環境
が更に厳しくなったこともまた事実であった。
02年11月の，中国共産党第16回党大会においては，江沢民総書記が自ら
提唱する「三つの代表」を国是とし，中国共産党をこれまでの労働者，農
民を支持基盤とする階級政党から，広い範囲の国民の利益を代表する国民
政党へ脱皮したことを宣言した。そのうえで，個人経済，私営経済などの
非公有制経済の発展により，就業機会を拡大し，市場の活性化を促し，ま
た，国内の民間資本の参入領域を拡大し，資金の投融資，税収，土地使
用，対外貿易などの方面で，非公有制企業が公有制企業と公平な競争を実
現することを目指した。こうして「いささかも揺らぐことなく非公有制経
済の発展を奨励，支持，指導しなければならない」ことを確約したうえ
30
で，非労働収入に基づく収入をも含め，財産を保障することをも党大会決
議に明文化した。翌03年10月には，中国共産党第16期中央委員会第３回総
会において，非公有制経済を大いに発展させ，公有制企業や優遇される外
資系企業などとは同等の待遇を享受できることを確認し，国有企業につい
ては，市場での公平な競争のなかで優勝劣敗のもとで淘汰することも承認
された。
私有経済のメッカ，温州ではこうした共産党中央の方針をうけて，?全
国は温州を見ている。温州は全国に学べ」というスローガンを掲げ，これ
までの家族経営が中心であった私有経済を更に一歩進め，近代的な大企業
の発展を促し，上海市や広州市に比肩するような国際的な大都市へ成長す
ることを目標として掲げた。こうした動きは，浙江省の他の地域に刺激を
与え，私有制済，民営化の動きを促進した。
以上のような経緯を経て，04年３月の国会で憲法が再度改正され，第16
回党大会で採択された決議の趣旨が条文化され，?個人経済，私営経済な
どの非公有制経済は社会主義市場経済の重要な構成要素である……国家は
個人経済，私営経済などの非公有制経済の合法的権利と利益を保護する。
国家は非公有制経済の発展を奨励，支持，指導し，法に従って監督，管理
を実行する」(第11条）ことが明記されることになった。さらに私有財産
に対する権利は不可侵であり，私有の財産権，相続権は法律により保護さ
れることも条文に盛り込まれた（第13条)。07年３月には国会でこれらの
権利を具体的に保護する手続きを定めた「物権法」が可決された???。
03年には成長率がちょうど10％に達したが，以後，10.1％（04年)，
10.4％（05年)，10.7％（06年）と高い成長率が続き，07年度も10％を超
えることは確実である。このような高成長が持続し，インフレへの警戒が
強まるものの，?世界の工場」としての中国の存在感がこれまで以上に高
まることは十分予想される。市場経済体制への移行期と開発過程にあっ
て，経済成長を最優先の課題とし，失業率を可能な限り抑えようとすれ
ば，所有制に関わる規制は撤廃せざるを得ないのは当然の選択であり，そ
中国経済の新たな局面 31405
の成果は「浙江現象」として浙江省において実証されている，と言えよう
（以下，次号)。
13）国家統計局人口和社会科技統計司・労働和社会保障部規画財務司，『中国労
働統計年鑑』，各年度，北京，中国統計出版社。
14）こうした私有経済を合法化する動きに反対する勢力も依然存在する。05年
２月20日に89名からなる「左派」と称される人々が，中国共産党中央，全
国人民代表会議，国務院あてに建議書を提出し，社会主義国家であること
を定めた憲法に違反するとして，国務院が非公有経済を奨励することに反
対を表明している。
私有企業のオーナーの側では，政策が変更し，資産の没収などが行われ
ることへの不安が根強い。このため，中国共産党は02年の16回党大会で党
規約を改定し，私営企業家であっても入党できることとし，私有企業のオ
ーナーたちの不安解消に努めた。
本稿は，筆者が2005年法政大学国内研究員の期間に研究に着手し，2006
年度には法政大学重点事業プロジェクト「BRICsの競争力と日本の国際
戦略」(研究代表者， 鵬法政大学経済学部教授）の助成をうけた。さら
に2007年度に始まる，法政大学競争的資金獲得研究助成金「中国における
民間企業の発展についての基礎研究」(研究代表者，菊池道樹）で浙江省
の現地で調査を行うことができた。法政大学や浙江省各地の関係者に感謝
したい。
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